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Ⅰ．平成２８年度航路標識整備事業予算配分方針 
 
   平成２８年度航路標識整備事業予算については、津波等の災害発生時における船舶

交通の安全を確保するため、東京湾における一元的な海上交通管制の構築等を実施す

る事業に重点的に配分する。 
 
（１）海上交通基盤の充実強化 

大規模災害発生時においては、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅

速確実に実施し、平時においては、船舶の運航効率の向上を図るため、東京湾におけ

る海上交通センターと４つの港内交通管制室を統合のうえ、これら業務を一元的に実

施する体制を構築する。平成２８年度予算は、各港内管制室等の統合先である横浜第

２合同庁舎の改修、次世代管制支援業務システムの開発・整備等を実施する。 
 
（２）航路標識の防災対策 
   今後予想される大規模地震・津波等の災害発生時において、海上輸送ルートの安全

確保を図るため、船舶の安全な航行に不可欠な航路標識の耐震補強、耐波浪補強、自

立型電源化（太陽電池化）等を実施する。 
 
（３）航路標識の機能維持 
   航路標識は船舶交通の安全確保に欠かせない社会インフラであり、常に標識機能を

果たし続ける必要があることから、老朽化した施設・機器の補修や更新整備、定期的

な灯浮標の交換等を実施する。 
 
 
Ⅱ．平成２８年度予算配分総括表 
 
［総事業費］                          （単位：百万円） 

区分 
直轄 

本省配分 一括配分 計 

航路標識整備事業 4,548 0 4,548 
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Ⅲ．事業別概要

航路標識整備事業 286箇所　　事業費　4,548百万円

(1)　海上交通基盤の充実強化

統合

大規模災害発生時においては、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅速確実に実
施し、平時においては、船舶の運航効率の向上を図るため、東京湾における海上交通センターと４つの
港内交通管制室を統合のうえ、これら業務を一元的に実施する体制を構築する。

東京湾における一元的な海上交通管制の構築

平時において、船舶の管制信号待ちや渋滞を
緩和し物流の一層の効率化を図る
⇒ 国際競争力の向上を実現

大規模災害発生時において、海難発生の極小化、海上輸送
機能の確保及びサプライチェーンの寸断の防止を図る
⇒ 災害発生時の海上交通機能の維持、ダメージの最小化

避難経路
の明示

沈没船海域
の明示

油流出海域
の明示

ＡＩＳ仮想航路標識

避難海域

（凡例）

千葉海上保安部
港内交通管制室

川崎海上保安署
港内交通管制室

横浜海上保安部
港内交通管制室

東京湾海上交通センター
（観音埼）

新海上交通センター
(横浜第２合同庁舎)

東京海上保安部
港内交通管制室

東京湾海上交通センターと４つの港内交通管制室を一つに統合し、
東京湾内の船舶の一元的な動静監視及び航行管制を実現

東京港

千葉港

川崎港

観音埼

海上交通管制の一元化のイメージ

横浜港

平成28年度における整備内容

 次世代管制支援業務システムの開発・整備

 高性能な監視カメラの整備 等

＃
4
5

～～～～～～～～

高性能な監視カメラ

信号施設
【施設整備例】

次世代管制支援業務システム

管制に必要な船
舶動静等の情報
を一元的に管理す
るためのシステムを
開発・整備

高性能な監視カメラの整備
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(2)　航路標識の防災対策

(3)　航路標識の機能維持

太陽光発電
ソーラーパネル

耐震補強 耐波浪補強 自立型電源化

航路標識は船舶交通の安全確保に欠かせない公共インフラであり、常に標識機能を果たし続ける必要
があることから、老朽化した施設・機器の補修や更新整備、定期的な灯浮標の交換等を実施する。

灯浮標の交換整備 老朽施設の補修

劣化によりコンクリートの亀裂等が生じた
標識を補修する。

今後予想される大規模地震・津波等の災害発生時において、海上輸送ルートの安全確保を図るため、船
舶の安全な航行に不可欠な航路標識の耐震補強、耐波浪補強、自立型電源化（太陽電池化）等を実
施する。

標識機能維持のため、灯浮標の標
体・機器・係留具を交換整備する。

▲航路標識の電源を太陽電池
に変更する。▲鉄筋コンクリートを用い建物の

耐波浪強度の低下を予防する。
▲鉄筋コンクリート等を用い
建物の耐震性能を確保する。
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Ⅳ．管区海上保安本部別配分額

[直轄事業]

対前年度倍率

第 一 管 区
海 上 保 安 本 部

31 144 0.93

第 二 管 区
海 上 保 安 本 部

25 99 0.61

第 三 管 区
海 上 保 安 本 部

15 2,876 3.30

第 四 管 区
海 上 保 安 本 部

18 123 0.47

第 五 管 区
海 上 保 安 本 部

31 211 0.67

第 六 管 区
海 上 保 安 本 部

58 287 0.84

第 七 管 区
海 上 保 安 本 部

53 345 0.94

第 八 管 区
海 上 保 安 本 部

11 54 0.41

第 九 管 区
海 上 保 安 本 部

13 82 0.95

第 十 管 区
海 上 保 安 本 部

20 87 0.64

第 十 一 管 区
海 上 保 安 本 部

12 240 0.49

合　　　　　　　　計 286※ 4,548 1.37

補助事業はなし ※第五、第六管区間の重複事業箇所１箇所減算

区　　　　分
事業箇所数

（箇所）
航路標識整備事業

（百万円）
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Ⅴ．配分箇所の具体事例

「国民の安全・安心の確保」

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

神奈川県 浦賀水道航路航路標識整備事業 2,332 　東京湾における一元的な海上

（横須賀市） 交通管制の構築に向けて、各港

内交通管制室等の統合先である

横浜第２合同庁舎の改修、次世

代管制支援業務システムの開発

・整備を実施する。

　また、船舶の航行安全上不可

欠な灯浮標の安定した運用を図

るため、定期交換を実施する。
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